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沖縄振興策の体系

沖縄担当部局予算総額

１３兆２，３１３億円

沖縄公庫出融資実績

６兆９，５１６億円

(昭和47年度～令和2年度累計)

2注：昭和47～令和２年度までの内閣府沖縄担当部局予算額は補正後のデータである。

沖縄振興への取組実績

沖縄公庫による沖縄振興の取組実績

（地域限定の総合政策金融）

沖縄公庫の政策金融

沖縄振興（開発）計画
＜沖縄振興（開発）特別措置法＞

沖縄振興開発事業

（国による財政面の支援措置）
車の両輪として沖縄振興策を推進
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沖縄公庫による沖縄振興の取組実績
沖縄振興への取組実績
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沖縄振興への取組実績
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① インフラ整備、大規模プロジェクト等への支援

インフラ整備 （エネルギー・交通基盤）
● 電力、ガス、再生可能エネルギー、バイオマス発電
● 航空、海運、離島航路、都市モノレール、空港・港湾ターミナル

融資累計
約 １兆円

大規模プロジェクト等
● 大規模リゾート開発（ホテルを中核とした世界水準の観光地形成）
● 駐留軍用地跡地開発（地域特性を生かしたまちづくり、産業振興)
● 中堅企業等の大規模設備投資（生産能力向上、競争力強化）
● 環境対策（産業廃棄物処理施設の整備）

融資累計
約 １兆円

空港ターミナルの機能強化
(那覇・宮古・石垣)

出資総額 16億円、融資累計624億円

沖縄都市モノレール基盤整備

出資総額 20億円、融資累計150億円

県内リゾートホテルの
約65％に融資支援

大規模リゾート開発 駐留軍用地跡地開発

軍用地跡地における
融資累計は約1,640億円

環境対策（産業廃棄物処理）

公共関与型産廃最終処分場
に対する出資3億円

（各融資実績は公庫設立～令和2年度の合計）



沖縄振興への取組実績
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② 出資によるリスクマネーの供給実績

産業基盤整備、リーディング産業支援 出資実績（S53～R2年度累計） ２７社、６６億円

● 交通基盤整備など産業基盤整備にかかる民間投資を支援（１９社、５２億円）

● リーディング産業（ホテル開発、ＩＴ高度化）に成長資金を供給 （８社、１４億円）

新事業創出促進（ベンチャー支援） 出資実績（H14～R2年度累計）７１社 ３１億円

● 事業立上がり期のベンチャー企業や新分野進出に取り組む事業者にリスクマネーを供給

● 支援業種は多岐にわたり、地域経済の新たな担い手を創出

製造業 （28社） ⇒ 食品、化粧品、衣類、環境素材、創薬・再生医療

ＩＴ関連（22社） ⇒ ソフトウェア開発、AI・ビックデータ活用、セキュリティ

その他 （21社） ⇒ 特産品販売、出版、興行、コンサルティング、医療・健康サービス、
再生エネルギー、ワーケーション支援

（実績は各制度創設～令和2年度の合計）



沖縄振興への取組実績
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③ 沖縄の特区等と連動した独自融資制度によるリーディング産業の振興

■ 観光リゾート産業の振興
沖縄観光リゾート産業振興貸付１,５２４億円

沖縄入域観光客数１千万人達成

ラグジュアリーホテルから宿泊特化型ホテルまで
多様な宿泊施設を整備、離島各地の魅力ある観光
地を形成

■ 情報通信産業の高度化・多様化
沖縄情報通信産業支援貸付 ２９億円
沖縄自立型経済発展（IT産業集積事業） ２０億円

沖縄県の企業誘致による雇用累計 約３万人

ＩＴ事業者の多様なニーズに対応し企業誘致促進
「沖縄ＩＴ津梁パーク」における企業集積施設の
整備促進

■ 国際物流拠点産業集積地域の形成
国際物流拠点産業集積等特定地域振興貸付 ２８３億円
（国際物流拠点産業集積地域内）

国際物流拠点産業集積地域立地企業９０社

立地企業に対する融資件数
「うるま・沖縄地区」74社のうち32社（43％）
「那覇地区」 16社のうち 6社（38％）

■ 亜熱帯性気候を生かした農林水産業の振興

おきなわブランド振興資金 ４９億円

県の戦略品目(49品目)のブランド化、拠点産地の育成

■ ものづくり産業の振興と地域ブランド形成
国際物流拠点産業集積等特定地域振興貸付 １４５億円
（産業高度化・事業革新促進地域）

産業イノベーション地域に立地する製造業等を支援

（実績は現行振興計画期間（平成24年度～令和2年度）の合計）
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④ 中小企業・小規模事業者への支援、⑤ 駐留軍用地跡地の有効利用の促進

■ 小規模事業者に対する支援

小規模事業経営改善資金（マル経資金）
１０，７６９件 ８８６億円

沖縄雇用・経営基盤強化資金（沖経）
９６７件 ５１億円

生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付（衛経）
６４１件 ９１億円

■ 担保・保証に依存しない制度の積極的活用
令和２年度の貸付金に占める ｢無担保｣ ｢無担保
無保証」の割合は、件数ベースで９９.０％、
金額ベースで９６.３％ （参考17ページ）

■ 駐留軍用地跡地の有効利用の促進
駐留軍用地跡地地区における融資実績 ７１０億円
（事業系設備資金、住宅・アパート系資金の合計）

「アワセゴルフ場地区」 ３７０億円
「ハンビー・美浜・桑江伊平地区」 ２２１億円
「那覇新都心地区」 ５７億円
「牧港補給地区」 ５０億円
「小禄金城地区」 １２億円

（実績は現行振興計画期間（平成24年度～令和2年度）の合計）

駐留軍用地跡地と周辺市街地との一体的な整備を推進

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度
開催実績 69回 60回 63回 66回 16回
（うち離島） (22回) (29回) (29回) (27回) (9回)

■ 出張相談会・説明会開催実績

(注) 跡地地区
アワセゴルフ場：北中城村アワセ土地区画整理事業地内 ハンビー・美浜・桑江伊平：北谷町北前、北谷、美浜、桑江、伊平
那覇新都心：那覇市上之屋、安謝、天久、銘苅、おもろまち 小禄金城：那覇市金城、赤嶺、田原
牧港補給：浦添市港川、城間、屋富祖、仲西、牧港、宮城、小湾、勢理客

（実績は現行振興計画期間（平成24年度～令和2年度）の合計）

地域を支える中小企業等をきめ細かく支援



沖縄振興への取組実績
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⑥ 人材育成・教育環境の整備、⑦ 子どもの貧困対策・ひとり親支援、雇用環境改善

（実績は現行振興計画期間（平成24年度～令和2年度）の合計）

ひとり親家庭の雇用機会の拡大や経済的自立、雇用環境改善を総合的に推進

■ 学ぶ機会の確保と経済的負担の軽減
● 国の教育ローン
１９，５１８件、２１６億６８百万円
うち 教育所得特例(非課税世帯への金利優遇制度）

２，１１７件、２２億４４百万円
独自の金利優遇制度等により経済負担を軽減し、
高等教育機関への進学を支援

● ひとり親の雇用等に取り組む企業への支援 １６８件、１３９億円
沖縄ひとり親支援・雇用環境改善貸付利率特例制度の適用実績（統合前の旧制度を含む）(H28年度～R2年度）

● ひとり親自身の学び直しを支援 ７９件、 ５６百万円
教育ひとり親特例制度（教育ローン）の適用実績（H28年度～R2年度）

● ひとり親による新規開業を支援 ８６件、３２０百万円
沖縄創業者等支援貸付（ひとり親支援）の融資実績（H29年度～R2年度）

■ 教育施設の整備
● 教育施設整備に対する融資実績
（大学、専門学校等の施設整備）

３件、２２億円

地理的、経済的要因に左右されない教育環境の
確保に向けてハード、ソフトの両面から支援

公平な教育機会の享受に向けた環境整備
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⑧ 離島地域の産業振興及び人材育成支援

■ 事業性資金

沖縄離島・北部過疎地域振興貸付 ３０９億円
（雇用効果：639人）

離島事業者の地理的・経済不利性の克服、産業
の振興及び雇用の確保を支援

■ 国の教育ローン

教育離島利率特例制度（金利優遇制度）
1,894件、１８億７６百万円

沖縄人材育成資金（別枠制度）
1,597件、１５億２４百万円

金利優遇制度等により離島進学者の経済負担
を軽減
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離島においては沖縄公庫の
総合政策金融がより浸透

沖縄離島・北部過疎地域振興貸付の融資実績

（実績は現行振興計画期間（平成24年度～令和2年度）の合計）

県内中小企業に占める顧客数の割合

沖縄独自制度を活用した離島・過疎地域の振興・活性化
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地方創生の取組を支援

主な助言事例

・ 駐留軍用地跡地開発関連（北谷町美浜地区）
⇒ 大規模商業用地の開発、ホテル等企業誘致にかかる助言

・ モノレール駅周辺のまちづくり（「てだこ浦西駅」周辺開発）
⇒ まちづくり法人設立、社会基盤整備、企業誘致にかかる助言

・ 大規模リゾート開発 （小規模自治体におけるホテル誘致）
⇒ 自治体所有地の賃貸方法など受入条件の検討にかかる助言

・ 公共施設の建替え、民営化 （給食センター老朽化対応等）
⇒ 建替えにかかる補助金申請の支援、PFI手法の活用を助言

本島北部地域（7市町村）
国頭村、大宜味村、東村、本部町、
名護市、恩納村、金武町
本島中部地域（4市町村）
読谷村、うるま市、北中城村、北谷町
本島南部地域（6市町）
西原町、浦添市、那覇市、南城市、
八重瀬町、与那原町
離島地域（7市町村）
久米島町、 座間味村、宮古島市、
多良間村、石垣市、竹富町、与那国町

助言業務協定締結先：24市町村

公民連携（PPP/PFI）の推進
・ 令和元年5月に内閣府・国交省と
「PPP/PFI地域プラットフォーム協定」を締結

・ セミナーや勉強会の開催を通じて、PPP/PFIの事例研究、情報
提供、関係者間の連携強化を図り、各自治体の取組みを推進
H30年度～R2年度実績 ： セミナー等 16回 勉強会 20回

公庫・市町村パートナーシップ推進会議

助言業務協定締結先の
市町村長と地域課題や
公庫に対する要望につ
いて意見交換

⑨ 市町村に対するコンサルティング機能の強化
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● 融資申込みは令和2年4月から6月にかけて急激に増加。融資決定も同様のペースで処理を進めた結果、
特別相談窓口における融資は、令和3年7月末時点で１４，９７７件、３，０９５億円を決定。
（参考18、19ページ）

● 新型コロナ関連の貸付条件の変更は、３，３９６件の支援を実施（R2.3.10～R3.7.31）

● 関係機関の支援を受けて事業の発展・継続を図る事業者などを対象として、財務体質強化を図るため
「新型コロナ対策資本性劣後ローン」の活用を積極的に推進。令和3年7月末時点の融資決定実績は、
２８先、２８億円。

新型コロナウイルス
関連支援の取組状況 新型コロナウイルス関連特別相談窓口

3.0 3.2 8.9 10.5 11.7 19.7 20.3 26.6 26.6 27.9
1 2

9

12
14

21 22

27 27 28

0

5

10

15

20

25

30

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

R2.10 11 12 R3.1 2 3 4 5 6 7月末

（件）（億円）

金額
件数

新型コロナ対策資本性劣後ローンの決定状況（累計）新型コロナウイル関連融資の決定状況

296

2,379

3,536

2,738

950
803

586 457 430 355 244 340
526

327 292 412 297

8,958

11,297
12,539

13,649
14,977

0

4,000

8,000

12,000

16,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

R2.3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 R3.1 2 3 4 5 6 7月

(件)(件)

決定件数（左軸） R1平均実績(227件/月)
累計件数（右軸）



（１） 令和４年度概算要求の基本的方向性
令和4年度概算要求
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【基本的方向性】～国、県の沖縄振興と一体となった取組の推進～

「経済財政運営と改革の基本方針2021」では、沖縄振興について、「沖縄が
日本の経済成長の牽引役となるよう、観光等の各種産業の振興、基地跡地の利用
、人材育成を含め、国家戦略として沖縄振興策を総合的・積極的に推進する。」
とされている。

また「新たな振興計画（素案）」では、沖縄公庫について、「駐留軍用地跡地
の利用や離島の定住条件の整備など全国一律の枠組みでは対応が困難な固有課題
への取組に加え、産業基盤整備、リーディング産業支援、中小企業等の振興、新
たな産業の創出、子どもの貧困対策、セーフティネット機能の発揮など沖縄振興
策と一体となった円滑な資金供給が求められる。」とされている。

これらを踏まえ、新たな沖縄振興策を推進するための金融支援を強化する。



（２） 令和４年度概算要求の概要

13

資 金 別 令和２度
事業実績

令和３年度
当初計画
Ａ

令和４年度
要求額
Ｂ

増減額
Ｂ－Ａ

① 貸 付 ３，００８ ５，６１９ ２，９３０ ▲２，６８９
産業開発資金 １８３ ８０６ ７７０ ▲３６
中小企業等資金 ２，５７２ ４，２８６ １，７１０ ▲２，５７６
住宅資金 ９ ５０ ５０ －
農林漁業資金 ６２ １１９ １１０ ▲９
医療資金 ７４ １６０ １８０ ２０
生活衛生資金 １０９ １９８ １１０ ▲８８
② 出 資 ２ ２１ ２１ －
企業等に対する出資 － １４ １４ －
新事業創出促進出資 ２ ７ ７ －

合 計 ３，０１０ ５，６４０ ２，９５１ ▲２，６８９

（単位：億円）

令和4年度概算要求

【重点項目】
①脱炭素化の推進
②新事業の展開や経営革新、事業再構築等を図る企業への支援
③沖縄における地域的・社会的課題の解決



（３） 独自制度に関する要求
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令和4年度概算要求

① 「産業開発資金カーボンニュートラル推進投資利率特例制度(仮称)」(創設)
⇒「脱炭素社会」の実現に資する設備投資を行う中堅・大企業を支援
② 「企業等に対する出資」（拡充）
⇒ 対象拡充により、民間事業者の成長促進を支援

③ 「新事業創出促進出資」（拡充）
⇒ 対象拡充により、県内における新たな事業の創出促進を支援

④ 「沖縄自立型経済発展」（拡充）（産業開発資金）
⇒ 限度額の拡充により、中堅・大企業の資金繰り支援を強化

⑤ 「駐留軍用地跡地開発促進貸付」（拡充)（産業開発資金）
⇒ 駐留軍用地跡地開発の迅速かつ効果的な整備を促進

⑥ 「沖縄農林漁業台風災害支援資金」（拡充）（農林漁業資金）
⇒ 台風被害に対するセーフティネット機能の充実・強化
⑦ 「沖縄ひとり親支援・雇用環境改善貸付利率特例制度」（拡充）
⇒ 非正規雇用の処遇改善を図る企業への支援を強化
⑧ 独自の出融資制度２０制度について、取扱期限の延長を要求



民間金融機関との協調融資の実績

令和２年度協調融資の実績
沖縄公庫は、民業補完を旨とし、民間金融機関との協調融資を行いながら、多様
な資金ニーズにきめ細かく対応しています。
u 令和２年度の協調融資実績は、172件（対前年度比8％増）、27,822百万円（同36％減）
u コロナ禍の緊急融資対応時おいても件数は増加

（注）協調融資：同一目的の資金計画に対し、民間金融機関と沖縄公庫が協議等を経たうえで、両者が融資を決定したもの（両者の融資決定時期
が異なる場合も含む）。

事業資金：産業開発資金、中小企業資金、生業資金（一部を除く）、生活衛生資金（一部を除く）、医療資金、農林漁業資金、住宅資金
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件数 金額 件数 金額
小規模事業者 73 2,001 59 1,512 60 1,796
中小企業 75 8,825 49 5,655 60 10,861
農林漁業 3 55 0 0 14 2,103
大規模プロジェクト 14 16,149 10 4,300 21 28,254
その他 7 793 3 370 4 425
合          計 172 27,822 121 11,837 159 43,439

令和元年度
うち新型コロナ関連

令和２年度

件数 金額

民間金融機関との連携



参考資料
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60.5
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73.0
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20.3
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14.7

14.4
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2

無担保無保証 無担保 その他担保 不動産担保

担 保 種 類 別 割 合 の 推 移 (金額)担 保 種 類 別 割 合 の 推 移 (件数)

l 顧客及び経済団体等からのニーズを踏まえ、担保特例や保証人特例等の制度を積極的に
活用することで、担保や保証に過度に依存しない融資を促進

l 貸付金に占める「無担保」「無担保無保証」の割合は増加傾向にあり、令和元年度実績は
件数で84.7％、金額で50.2％。※令和２年度はコロナ関連融資により件数で99.0％、金額で96.3％
（中小企業等資金及び生活衛生資金）
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中小・小規模事業等への支援
沖縄振興への取組実績 （参考資料）



● 融資相談・審査にあたる職員を兼務発令により2.7倍に
増員 平時58名⇒156名（県内配置職員の約83％）
● 休日窓口営業の実施（R2.3.28～5.6、R3.4.29～5.5）
● 休日電話相談の実施（R3.9現在も継続中）
● R2年4月の定期人事異動の一部凍結（支店長クラス）

● 本島・宮古・石垣とその周辺小規模離島（※）まで
県内くまなく支援を実施
（※）久米島・渡嘉敷・座間味・南大東・北大東・伊江・伊是名・
伊平屋・伊良部・竹富・与那国など

● 融資手続き等にかかる事業者の皆さまの負担の軽減

例）提出書類の省略、申込書押印廃止、ＨＰの情報強化

● 郵送申込の推進

● 電話・メール等を活用した非対面による審査の推進

● 郵送契約の体制整備（離島事業者、感染拡大期の対応）

● 迅速な融資決定のため、決裁権限委任の拡大及び決裁
ラインの複線化の実施

● 商工会議所・商工会・青色申告会との連携による新型
コロナウイルス特別貸付の斡旋
⇒ R2年4月～R3年7月で約3,400件の斡旋

● 民間金融機関との連携強化
⇒ 融資申込の取次・つなぎ融資
⇒ 資本性ローンを活用した経営支援、事業承継支援等

● REVICと医療機関支援にかかる連携協定の締結
⇒ 沖縄公庫の政策金融の取組み及びREVICの経営支援
ノウハウにより病院等への円滑な経営支援を実施

● R2年3月～R3年1月（4回）に、「新型コロナウイル
ス感染症拡大の県内景況に及ぼす影響について」特別
調査を実施

● R2年3月～R3年4月に、各産業分野の主要企業や市町
村、 商工会議所・商工会等支援機関に対して、新型コ
ナウイルスの影響等のヒアリングを実施（416先）

●「コロナ禍における事業者の取組事例」の発信
● 公庫フォーラム2020「With コロナ時代における沖縄
観光」を開催（オンラインでの開催）

１. 融資相談・審査体制強化の取組み

（１） 新型コロナウイルス関連支援の取組み

2. 顧客の利便性向上・審査等効率化の取組み

3. 民間金融機関・関係団体との連携強化

4. 情報発信の強化等

新型コロナウイルス
関連支援の取組状況
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（参考資料）



新型コロナウイルス関連 （R2/1/27～
7/31）
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● 融資決定件数 14,977件は、県内の中小企業数（47,476社）の 約3割に相当。うち新規先は40％と
なっており、約６，０００件の新規取引が増加

● 業種別には宿泊・飲食、卸売・小売業、生活関連・娯楽業が約６割を占めるも、不況に強いと言われ
る医療福祉や士業も含め、農林水産、教育、IT関連など、ほぼあらゆる業種から融資相談が殺到

● 貸付金の規模は、５百万円以下が約４割と最も多く、１千万円以下の小口融資が約６割を占める

＜業種別融資決定実績＞ ＜貸付金額別融資決定実績＞ ＜新規・既往先の割合＞

新型コロナウイルス
関連支援の取組状況 （２） 新型コロナウイルス関連融資の特徴

（参考資料）



● 民間金融機関と協働し、政策金融として必要とされる県内の資金ニーズに対応
投資回収に長期を要する設備投資分野では公庫の長期・
固定資金が活用され、日々の事業活動に必要な運転資金は
民間金融機関が主体となって供給

● 公庫は、ハイリスク分野や社会基盤整備分野に重点的に対応
・ セーフティネット機能
・ 創業・ベンチャー支援
・ 大規模プロジェクト支援
・ エネルギー・交通等のインフラ整備支援

● 公的機関としての信用力やこれまでの出融資実績で培った
ノウハウを活かし、民間金融機関と一層協調し、高度な金融
を推進
・ 担保や保証人に過度に依存しない融資等金融手法の革新を
推進
・ 新規事業の実現可能性を見極め、最適な金融支援を提供
・ 民間と協調して事業再生を推進

民間金融機関との役割分担を徹底し、新たな政策金融手法の開発・活用に
積極的に取り組むことで、民間主導の自立型経済の発展に貢献

（１） 民間金融機関との役割分担
民間金融機関との連携

公庫融資残高の業種・使途別貸出シェア（R3/3末）

資料：各行決算説明資料を基に沖縄公庫作成
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注：県内３行（地銀、第ニ地銀）との合計に占める割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

建設業

卸売業･小売業

不動産業・

物品賃貸業

情報通信業

運輸業

電気・ガス・

熱供給・水道業

その他

合計

設備資金

運転資金

（参考資料）



（２） 民間金融機関との連携体制
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民間金融機関との連携 （参考資料）

本店・支店

【連絡窓口】業務統括部 業務企画課

沖縄公庫
ヒアリング

沖縄県銀行協会（現会長行：沖縄銀行）

本店・支店

【連絡窓口】
本部

案件報告

琉球銀行

個別内容ヒアリング

情報提出・報告会還元

連
絡
窓
口
情
報
報
告
会
の
開
催

本店・支店

【連絡窓口】
本部

案件報告

沖縄銀行

本店・支店

【連絡窓口】
本部

案件報告

海邦銀行

本店・支店

【連絡窓口】
本部

案件報告

コザ信金

連絡窓口・連絡窓口情報報告会のスキーム



Memo
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